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法令アラートセンター
法改正を確実・効率的に把握してコンプライアンス体制を強化

トムソン・ロイター株式会社



部署ごとに異なる法令

法令アラートセンターの特徴

法改正調査の課題と法令アラートセンターの特徴

部署ごとに関係する法令は異なります。このた
め、法改正は部署単位で把握できる必要があり
ます。

法令の改正を調査して対策を講じることは、コンプライアンス（法令遵守）の基本です。しかし、実際にそれを行うには次に掲げるような課題があるため、容易ではありません。

ウエストロー・ジャパンの「法令アラートセンター」は、このような課題を解決して、コンプライアンス体制の構築をサポートします。

法令違反のリスク減

・

コンプライアンス

体制を強化

法改正調査の課題

改正の把握と内容の理解

余裕を持って改正に対応するには、改正を早期
に把握する必要があります。また、改正の内容
を理解するための信頼できる資料が必要です。

法改正を

部署単位で

確実・効率的に

把握・理解・管理

することが可能に対応状況の管理

対応漏れを無くすためには、対応の要否や対応
状況を管理する必要があります。また、部署ご
とに管理できることが必要です。

監視法令の選定

多数の法令の中から、各部署が監視すべき法令
を適切に選定する必要があります。

部署単位で改正を監視

✓ 部署単位で監視法令を設定してアラートを配信

することができます。

早期配信と信頼性の高い資料

✓ 公布前の法律案・パブコメの段階からアラート

を配信することが可能です。

✓ 信頼できる資料が見やすく整理されており、改

正内容を素早く理解することができます。

ステータス機能

✓ 部署ごとに対応状況（ステータス）を管理する

ことができます。

✓ 改正データやステータスデータのダウンロード

も可能です。

業種・業務別の法令集

✓ 業種・業務別に基本的な法令集をご用意してい

ます。

✓ 下位法令の一括監視など、柔軟な監視が可能で

す。
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部署単位で改正を監視

法令アラートセンターでは、監視法令の設定とアラートの配信を「グループ」単位で行います。グループは、部、課、係など自由な単位で作ることができます。

IP契約とIP代替ID契約では、グループ数に上限はありません。必要に応じてグループを作って、各部署に関係する法令の改正だけを受け取ることができます。

1特徴

IP契約、IP代替ID契約の場合 ID契約の場合

グループ（部署）数に上限はありません。 グループ（部署）を1個または2個登録することができます。
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アラートの配信

Westlaw Japan 
法令アラートセンター管理画面

グループＡの画面

配信先アドレス
（最大2アドレス）

アラートの配信

Westlaw Japan 
法令アラートセンター管理画面

グループBの画面

アラートの配信

グループCの画面

アラートの配信

グループＡの画面

グループメンバー
（アドレスを複数指定可能＊）

グループメンバー
（アドレスを複数指定可能＊）

グループメンバー
（アドレスを複数指定可能＊）

＊登録可能なメールアドレス数はご契約により変動します。



早期配信と信頼性の高い資料｜早期から改正をキャッチ2特徴

一部改正法令が公布される前に、法律案が提出されたり、パブリックコメントが公示された段階でアラートを受け取ることが可能です。

改正を早期に把握することで、余裕を持って改正に対応することが可能です。

＊公布のアラートは、法令の公布後、改

正情報が製品に収録された段階で配信

されます。通常、公布後３日から２週

間程度で配信されます。

上記の他に、法令の新規制定や、改正に関する解

説記事（NBL、旬刊商事法務、ジュリスト等）が

収録されたタイミングなどでアラートを受け取る

ことも可能です。
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アラートメール

早期配信と信頼性の高い資料｜アラートメールで改正の概略を素早く把握2特徴

アウトライン（数行の概略）

アラートメールは、改正等があった法令やアラートの種類等が見やすくレイアウトされ、どのような改正があったのかを一目で把握することができます。

また、アウトライン（数行の概略）により、改正について詳細な調査に入る必要があるかを見分けることができます。
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検出時期、改正の種類、

法令の種類等で絞り込む

ことが可能です。

改正情報は見やすく整理

されます。

改正の種類別に色分けさ

れたラベルにより、どの

ような改正があったのか

を一目で把握することが

できます。

早期配信と信頼性の高い資料｜グループのWeb画面で改正を一目で把握2特徴

グループ単位で作成されるWeb画面では、これまで配信されたアラートを一覧表示できます。

さらに、アラートの種類や法令種別等で絞り込んだり、改正情報をダウンロードすることが可能です。



7早期配信と信頼性の高い資料｜信頼できる資料で改正内容を素早く理解2特徴

アラートメールとグループのWeb画面には、改正の内容を理解するための信頼できる資料が集約されています。

これらの資料により、改正内容を素早く理解して、対応の要否や業務への影響の有無を検討することができます。

アウトライン（概略）

法律案 パブリックコメント（政令以下に付属）

改正のあらまし（法律と政令に付属）

施行日順／公布日順の法令カレンダー（同時に公布・施行される（された）法令を確認）

新旧対照表

解説記事

施行日・公布日順で見たい

改正箇所を知りたい概略を知りたい

（オプションコンテンツ）

グループのWeb画面

詳細を知りたい

法律案の
「概要」は図表を交
えてポイントが簡潔
に整理されており
大変便利です。
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1

2

履歴タブ

改正履歴を調べる場合は、「履歴」

タブを選択します。

1

施行日順／公布日順リンク

改正履歴は、最初は施行日順で表示

されます。このリンクを使って一部

改正法令の公布日順で並べ替えるこ

とができます。

2

施行日

各改正の施行日が表示されます。施

行日をクリックすると、その施行日

の条文に遷移します。

3

改正法と新旧対照表

一部改正法令と、改正のアウトライ

ン（数行の概略）、新旧対照表が表

示されます。

4

関連情報

改正のあらまし、一部改正法令の根拠と

なった法律案やパブリックコメント、解説

記事、所管省庁の当該改正のWebページへ

のリンクが表示されます。

5

3 4 5

グループのWeb画面 個別の法令の画面

早期配信と信頼性の高い資料｜個別の法令の改正履歴も一目で把握2特徴

グループのWeb画面で施行日をクリックすると、その施行日の法令全文に遷移します。

「履歴」タブを開くと、その法令の過去・現在・未来の改正履歴を一目で把握することができます。また、あらましや解説記事等により、改正の詳細を素早く調べることができます。

この法令の改正
履歴を見たい
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法令カレンダー（施行日順）

法令アラートセンターで選択

している法令はハイライト表

示されます。

グループのWeb画面から法令

カレンダーに遷移すると、自

動的に監視法令だけに絞り込

まれます。

早期配信と信頼性の高い資料｜すべての法令の改正を俯瞰2特徴

法令カレンダーは、収録されているすべての法令の新規制定と改正を公布月または施行月別で一覧表示する機能です。

グループのWeb画面から法令カレンダーに遷移すると、自動的にそのグループが監視している法令に絞り込まれます。

グループが監視している法令の施行状況を確認したり、絞込を解除して、監視法令と同時に改正される関連法令がないかなどを確認することができます。



1
2

画面左側

ステータスの登録内容から、画面右側に表

示する内容を絞り込むことができます。

1

画面右側

次のステータスを記録することができます。

・★マーク（用途自由）

・対応の要否（必要・不要・参考）

・対応完了予定日

・対応状況（未対応・対応中・完了）

2

10ステータス機能｜対応状況をグループのWeb画面で管理3特徴

グループのWeb画面では、法改正への対応の要否や対応状況（ステータス）を記録することができます。

グループのWeb画面（P6）の右端にある「追加」リンクをクリックしてステータスを登録して、「ステータス」タブで対応状況を管理します。

グループのWeb画面（「ステータス」タブ）



❶ 法分野 … 下位法令を含むすべての収録法令を分類しています。

■公法編

憲法

国会

選挙

行政組織

行政一般

地方制度

警察・消防

司法・法務

財政

租税

教育・文化

国土

建設

防衛

災害

■国際法編

条約法

外交

海洋

人権・難民

環境･文化

国際犯罪

経済

安全保障

貿易

宇宙

交通・運輸・通信

社会

条約等

■刑事法編

刑法

刑事手続

矯正・保護

刑事補償

■社会法編

厚生

労働

環境保全

■経済法編

産業一般

知的財産権

消費者保護

金融

貿易・外国為替

商工

資源・エネルギー

農林

水産

陸運

海運

航空

観光・気象

電気通信

興行

政府系事業

■民事法編

民法

商法・会社法

民事手続

登記

供託

戸籍

遺言書

11業種・業務別の法令集4特徴

各グループの監視法令は、お手持ちの法令リストから登録することはもちろん、①「法分野」と②「基本法令パック」の２タイプの分類から簡単に登録することも可能です。

また、「法律」を登録して、その下位法令を一括で監視するなど柔軟な設定が可能です。



■企業法務

会社

環境保護

金融商品取引

知的財産

独占禁止・公正取引

労働

税務

■業種別

医療・薬務

運輸・観光業

金融業

建設業

私立学校

資源エネルギー

社会福祉

食品業

製造業

電気通信

IT関係

農林業

販売業

マンション管理業

■災害対策

通則

防災

救助

復興支援
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➋ 基本法令パック … 企業のコンプライアンス対策に焦点を当て、主要な「法律」を分類しています。

＊各分類に含まれる「法律」の下位法令を一括で対象に加える
ことも可能です。

業種・業務別の法令集4特徴



充実のサポート体制

サービス導入から定着、利活用をご支援いたします。

カスタマー
サポートセンター

製品の利用・操作方法やご契

約・請求に関することなど、フ

リーダイヤル・メールでサポー

トいたします。

カスタマーサクセス

導入時のサポート、ご利用状況

の分析、運用に関するユース

ケース・ベストプラクティスの

ご提供など、お客様の定着と利

活用を推進いたします。

カスタマー
コンサルティング

リーガルリサーチを専門とする

コンサルタントが、お客様のご

要望をもとに、講習会や操作説

明会を行います。オンラインで

の実施や内容のカスタマイズも

柔軟に対応可能です。

無償サポート ※サービス利用料金に含む

まずは、カスタマーサポートセンター（0120-100-482 / support@westlawjapan.com）までお問い合わせください。
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本資料の著作権はトムソン・ロイター株式会社に帰属します。本ガイドの全部または一部の無断転載及びお客様以外の第三者への頒布・回覧等を禁止いたします。 2023.11

サービスの詳細･
お問い合わせは

トムソン・ロイター株式会社
Tel  0120-100-482（平日9:00～18:00）
E-mail support@westlawjapan.com

mailto:support@westlawjapan.com
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